
広報あんじょう 2018.12.15 俄

「安城市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例」に基づき、平成２９年度の状況に
ついて公表します。
※数値は、特に記載のある場合を除き、平成２９年４月１日現在のものです。
※対象となる職員は、特に記載のある場合を除き、任期の定めのない常勤職員です。（再任用職員、任期付職員、臨
時職員は含みません）

安城市の人事・給与についてお知らせします
特集３

人事評価制度により、職務目標の達成度や仕事の成
果、職務遂行能力を評価し、人材育成や組織力向上を
図る。

●人事評価
分限処分（心身故障のための長期休養）：２２人
懲戒処分：０人
※平成２９年度中に処分のあった職員数。

●分限・懲戒処分の状況

一般研修（職務に応じた能力開発を目的とした研修）、
特別研修（技術的実務遂行のための能力開発を目的と
した研修）、派遣研修（研修機関が開催する研修会に派
遣するもの）を実施。

●研修の実施状況
新規採用職員研修や階層別研修等で、地方公務員法

に定められた市職員としての義務を周知徹底する研修
を実施。通知文書により、服務規律を徹底。

●服務の状況

退職採用職員定数

３９人４７人

１，０９６人 その他死亡定年等他団体派遣競争試験

０人０人３９人１人４６人

●平成２９年度中の任免の状況

※職員定数は、安城市職員定数条例に定められた職員の上
限数。

１，３６１，７６４千円金額
１，０３７千円職員一人当たりの負担金

●共済組合など負担金（平成２９年度決算から）
１０，２８８千円金額

９千円職員一人当たりの負担金

●職員互助会負担金（平成２９年度決算から）

女性男性合計
５０人１人５１人育児休業取得者
９人１人１０人部分休業取得者
０人０人０人育児短時間勤務取得者
０人０人０人配偶者同行休業取得者
１人０人１人自己啓発等休業取得者

※平成２９年度中に新たに取得した職員数。

●育児休業等の取得者数

●一般行政職の級別職員数
（平成３０年４月１日現在）

７時間４５分正規の勤務時間
午前８時３０分開始時刻
午後５時１５分終了時刻
正午～午後１時休憩時間

●勤務時間

主事補・技師補
41人 6.8%

主事・技師
198人
32.8%

主査
133人
22.1%

係長・専門主査
114人
18.9%

課長補佐
48人 7.9%

課長・主幹
48人 7.9%

次長・監 ８人 1.3% 部長 14人 2.3%

計
604人
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■問諮人事課（緯〈７１〉２２０３）

人数
９人退職者数（課長級以上）
３人うち再就職者数

営利企業等に再就職した元職員が現職職員へ
離職前の職務に関する働きかけをすることを禁
止している。課長級以上の地位にあった元職員
に対しては、再就職状況の届出を義務付けている。

●退職者の退職管理の状況
（平成２９年度）

※「再就職」に再任用職員は含まれない。

●主な手当の支給状況
内容種類

正規の勤務時間以外の時間に勤務することを命じられた職員に支給（支給総額４４０，９２９千円、職
員一人当たり支給年額３８３千円）時間外勤務手当

年間支給割合 期末手当２．６月分、勤勉手当１．８月分（職制の段階、職務の級等による加算措置有）期末・勤勉手当
給料、管理職手当及び扶養手当の１２％地域手当
配偶者１０，０００円、父母等６，５００円、子８，０００円、１６～２２歳の子、孫及び弟妹一人につき５，０００円加算扶養手当
家賃の額に応じて、最高２７，０００円まで支給住居手当
距離に応じて、最高２９，５００円まで支給（公共交通機関利用者は運賃相当額、最高５５，０００円）通勤手当
管理職の責任の度合いに応じて定額支給管理職手当
著しく危険・不快・不健康な勤務や、その他困難な勤務に支給特殊勤務手当

早期・定年自己都合勤続年数／事由

２４．５８６８７５月分１９．６６９５００月分２０年

３３．２７０７５０月分２８．０３９５００月分２５年

４７．７０９０００月分３９．７５７５００月分３５年

４７．７０９０００月分最高限度

２１，９８５千円３，６２０千円平均支給額

※定年前早期退職募集制度は３～４５％加算。

●退職手当支給割合

３０年２５年２０年１０年初任給学歴／経験年数
４０６，６３８円３７２，０９１円３４９，３００円２４８，２４１円１８４，８００円大卒

３４１，２００円３０５，３５０円１５０，５００円高卒

●一般行政職の経験年数別平均給料月額

※斜線部分は該当する職員がいないことを示す。

●職員の平均給料月額等
（平成３０年４月１日現在）

平均年齢平均給与月額平均給料月額区分
４０．２歳

（４０．０歳）
３７４，４７１円

（３７０，７０９円）
３１１，５８７円

（３０９，７８３円）一般行政職

４８．０歳
（４７．０歳）

３５３，０６０円
（３４６，００４円）

２８７，８５９円
（２８２，６６６円）技能労務職

４３．５歳３２９，８４５円一般行政職（国）
※給与には、給料のほか毎月決まって支給する手当（地域手当、

扶養手当、住居手当、通勤手当及び管理職手当）を含む。
※カッコ内の数字は平成２９年４月１日現在。

●人件費の状況（平成２９年度決算から）
人件費率（Ａ÷Ｂ）歳出額（Ｂ）人件費（Ａ）

１３．６％６６，３１４，６６２千円８，９９８，４３９千円

※人件費には、特別職等に支給する給料・報酬等を含む。

※期末手当は、平成２９年度支給割合。

●特別職等の給料・報酬
（平成３０年４月１日現在）

期末手当月額区分

６月期１．５５月分
１２月期１．７５月分

計 ３．３月分

１，０４１，０００円市長
８５２，０００円副市長
７４９，０００円教育長
５７６，０００円議長市

議
会

５３３，０００円副議長
４８０，０００円議員
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